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最近の道内景気は、やや弱めの動きとなっている。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、食品など生活必需品の値上がりにより家計防衛意識が強まっていることから弱

めの動きとなっている。設備投資は、製造業の能力増強投資を中心に増加している。住宅投

資は、需要の弱さもあり減少している。

生産活動は概ね横ばいである。また、雇用情勢は一部に弱い動きがみられる。企業倒産

は、件数、負債総額ともに減少している。
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①個人消費～弱い動き

４月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲５．３％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲５．８％）は、春物衣料や

身の回り品などが減少し、１０ヶ月連続で前年

を下回った。スーパー（同▲５．０％）は、飲

食料品は横ばいであったが衣料品などが大き

く減少し、１０ヶ月連続で前年を下回った。

コンビニエンスストア（同▲０．２％）は、

９ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資～貸家、分譲が大きく減少

４月の新設住宅着工戸数は、３，５９１戸（前

年比▲３８．５％）と２ヶ月振りに前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同▲１４．１％）、

分譲（同▲５９．４％）、貸家（同▲４１．４％）の

全てが減少した。

１～４月の着工戸数累計では、１０，６６５戸

（前年同期比▲１４．４％）となり、前年を下回っ

た。分譲（同＋０．８％）はほぼ前年並みであっ

たが、貸家（同▲２４．１％）と持ち家（同▲

２．５％）が下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～生産は横ばい

４月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、輸送機械工業や非鉄金属工業などが上昇

したものの、窯業・土石製品工業などが低下

した。

前月比では▲１．１％、前年比では▲０．１％と

それぞれ２ヶ月連続で低下した。

④公共投資～低調に推移

４月の公共工事請負金額は、１，２４８億円

（前年比▲１２．１％）と３ヶ月連続で減少し

た。

発注者別では、市町村（同＋３．６％）は増

加したが、国（同▲１８．９％）、道（同▲３０．４％）

が減少した。

１～４月までの累計では請負金額２，４３４億

円（前年同期比▲１４．０％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢～やや弱い動き

４月の有効求人倍率（パートタイムを含む

常用）は０．４６倍となり、前月比では０．０６ポイ

ントの低下、前年比では０．０１ポイントの低下

となった。

また、新規求人数（常用）は、慢性的に人

員が不足している医療・福祉（前年比＋

５．３％）などは増加したが、サービス業（同

▲１４．１％）や卸売・小売業（同▲１０．９％）な

どの減少から前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～やや減少

４月の来道客数は、８０５千人（前年比

▲１．８％）と３ヶ月連続で前年を下回った。

１～４月の累計来道客数は、３，５４６千人

（前年同期比▲１．６％）と前年を下回った。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに増加

４月の道内貿易額は、輸出が前年比８．４％

増の３５４億円、輸入が同３１．０％増の１，３３５億円

となった。

輸出は、米国向けが好調な自動車部品など

が増加し、６ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、単価の上昇が続く原油・粗油や石

炭などが増加し、８ヶ月連続で前年を上回っ

た。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

５月の企業倒産は、件数は６０件（前年比

▲１８．９％）と前年を下回り、負債総額は１２６

億円（同▲２４．３％）と減少した。

業種別では、公共工事削減や改正建築基準

法の影響を受けている建設業が２５件と最も多

く、続いて、製造業（８件）、卸売業、小売

業（各７件）となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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昨年来、米国で巻き起こったサブプライム・ローンをめぐる問題は、当初の米国金融マーケッ

ト内の限定的なトラブルに止まるとの見方が大きく崩れ、瞬く間に欧米の巨大金融機関を巻き込

んだ金融不安に拡大して年を越し、今年に入ってからは実体経済面への影響が懸念される深刻な

事態となってきました。

サブプライム関連の損失計上が３０兆円弱と巨額に上っている欧米金融機関に対して、わが国の

金融機関が被った損害が比較的少なく済みそうなことから、この問題に対する日本経済の動きは

目下のところ落ち着いているようにみえますが、世界的には未だ問題のヤマが越えたとはいえな

い状況であり、かつ実体経済への影響が長引きそうということになれば、わが国の経済への影響

も決して限定的とはいえないでしょう。そこで今回は、サブプライム・ローン問題の実態と、そ

れによりわが国が被る経済的悪影響について述べてみたいと思います。

◆サブプライム・ローンとは…

問題の発端となったサブプライム・ローン（sub-prime loan）とは、米国の住宅ローンの一つ

のカテゴリーであり、低所得者層（社会的信用度の低い層）向けの住宅ローンを意味します。優

良顧客向けのローンであるプライム・ローン（prime loan）に対して、一見それに準ずる位置付

けのローンというようにみられがちですが、実態はそうではありません。プライムの次のカテゴ

リーに「オルト・A」（alternative A）と称されるローンがあり、サブプライムはさらに下位の区分

に属するものです。

サブプライム・ローンの対象とされている「社会的信用度の低い層」とは、米国金融監督当局

によれば次の４項目のどれかに該当する者のことです。

①過去１２カ月以内に３０日延滞事故を２回以上、または過去２４カ月以内に６０日延滞事故を１回以上

起こしている者

②過去２４カ月以内に抵当権の実行と債務免除を受けている者

③過去５年以内に破産宣告を受けている者

④返済負担額が収入の５０％以上を占める者

これから分るように、このような対象者はローンの返済能力がないか極めて乏しい者であり、

ローン会社（金融機関に限らず、モーゲージ・バンクやローン保証会社等を含みます）からすれ

ば、本来は借り手として不適格な者です。しかしこのような者に対して、ローン会社は積極的に

住宅ローンを売り込みました。その決め手は「住宅価額は上がり続けるから大丈夫」というセリ

フです。わが国のバブル期を思わせるセールス手法ですが、それよりもっと徹底しており、所得

証明書や給与明細の提出すら不要のケースもありました。収入も仕事も財産も何もなくともOK

（no income, no job, no assets）なので、「NINJA」ローンと揶揄されることもあったようです。こ

のようなセールス手法は、まさしく「詐欺的」といってもよいでしょう。

経営のアドバイス

サブプライム・ローン問題とその影響
金融財政事情研究会研修センター主任講師

（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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経営のアドバイス
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ローンの仕組みは、当初の２、３年間は低利での融資を条件として借りやすさが強調されま

す。その期間が過ぎると金利が急激に高騰し（年１０～１５％程度になります）返済負担が増加しま

すが、そのときは値上がりしている住宅を売ってローンを返済し、別途に低金利の新たな住宅ロ

ーンを組んで住宅を買い換えればよいと勧めるわけです。この仕組みは住宅価額が右肩上がりで

あれば機能しますが、米国の住宅バブルの破綻が顕著となった２００６年末以降、サブプライム・ロ

ーンの有するこれらの制度的欠陥が明白になり、返済不能となるローンが続出して大きな問題と

なったわけです。

サブプライム・ローンの破綻は、借り手である低所得者層にとっては住宅を追い出されて生活

の根拠を失うという悲劇を生む一方、ローン会社の方には担保価値の下がった焦付きローンが累

積し不良債権の急増をもたらし、さらにはサブプライム・ローンを組み込んで証券化した金融商

品の時価評価額の下落を呼んで、金融不安が一挙に広がる結果をもたらしました。

サブプライム・ローンが有力な金融商品として開発された理由は、本来の優良な住宅ローンの

需要が住宅ブームの減衰によって頭打ちになったためであり、ローン対象者の範囲を信用度の低

い層まで拡げて、新しいビジネスチャンスの創出が図られたものです。この点でサブプライム・

ローン問題は、過剰な市場原理が経済的弱者をターゲットにしたいわゆる「貧困ビジネス」の側

面を有するものといえますが、ここではそれを論ずることは控え、もっぱら金融や経済面の問題

に焦点を絞って話を進めます。

◆サブプライム・ローン問題処理の阻害要因

サブプライム・ローンの破綻にかかる金融市場の被る損失は、当初は極めて限定的なものと捉

えられていました。住宅ローンは担保付ローンであり、たとえ返済が滞っても担保である住宅の

処分代金によって相当額の資金回収が可能であるためです。サブプライム・ローンの融資残高は

金融市場全体で約１兆ドル、デフォルト確率（PD）やデフォルト時損失率（LGD）の推定値か

ら算定した損失見込額は５００億ドル程度と見込まれ、この程度であれば金融機関の損失負担能力

の範囲内で十分処理が可能と考えられたのです。また、早めに問題処理に着手すれば損失発生は

相当程度抑制され、この損失見込額は圧縮が可能であるとして、昨年半ばから金融機関を中心に

ローンの整理が開始されました。

ところがこれを阻む重大な事態が発生しました。担保物である住宅の処分難とローン債権の証

券化に伴う債権者サイドの当事者能力の欠如です。不良債権化した住宅ローンの解消策は、通常

であれば担保住宅の売却処分による債権回収と債権者及び債務者の話合いによる返済条件の変更

（リスケジュール）の２つが主なものです。しかしサブプライム・ローンの場合は、このいずれ

もがうまく機能しませんでした。

まず担保住宅の処分については、住宅需要の減衰に伴う住宅価額の下落で売却処分自体が進ま

なかったことと、法的手段によって住宅を手放す事態に追い込まれた低所得者層への救済策とし

ての競売手続の中止ないし延期を求める動きが顕著になったことが挙げられます。売却処分の遅

延については、債権者側が多額損切りの覚悟を決めれば事態はそれなりに進展しますが、競売等
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手続の中止や延期はその後のリスケジュール交渉に絡んでくるので、問題の解決は一層複雑化す

ることになります。

その一方、サブプライム・ローンの３分の２は証券化され債権者の地位が投資家に移転されて

おり、当初の債権者（originator）はそのローン内容の変更に応ずる権限を失っています。証券化

は通常信託契約の形を取り、その信託受益権が投資家に販売されています。ローン債権の管理回

収に当たる主体はサービサーですが、サービサーには信託契約上ローン内容変更権限等は与えら

れておらず、それどころか一定の期日を過ぎれば競売を実行すべき義務が課せられています。し

たがってこの場合、ローン債権の信用リスクを負い、そのリスケジュールや競売の中止等に応ず

ることが出来る権限は投資家に移転していることになります。しかし投資家の側からすれば、彼

らは包括的に信託された数多くのローン債権の信託受益権の一部を取得しているだけの立場であ

り、信託契約の個別構成要素である個々のローン債権内容の変更に各別でコミットメントするこ

とはできないということになります。ここでは債権の証券化スキームが、問題解決の上で重大な

阻害要因となっているのです。

◆「山より大きいイノシシ」の出現

その後、さらに大きな問題が持ち上がってきました。サブプライム・ローン問題から発生する

金融機関や投資家の損失負担が、当該ローンを証券化した金融商品だけでなく、広く資産担保証

券（ABS：asset backed securities）全体に波及してきたのです。

サブプライム・ローンの主な貸し手（ローン会社）は、モーゲージ・バンクと呼ばれるノンバ

ンクです。彼らは融資した多くのローンを住宅担保証券（RMBS：residential mortgage-backed se-

curities）として証券化し、機関投資家に売却します。借り手の信用度が低く住宅価額の上昇を前

提とするような高リスクのローンであっても、格付機関が高い格付を付けたことで容易に投資家

に売却することができました。ローン会社としては、ローンを売却してしまえばリスクを回避で

き、証券化の手数料収入が期待できるというメリットが魅力だったわけです。

格付についていえば、個々のローンのリスクは高くとも、複数のローンが同時にデフォルトに

陥る確率は低いという前提の下、数多くのローンをまとめて証券化すればリスクが分散され適切

にコントロールできるという理屈に基づき、RMBSには軒並み高格付が付与されたのです。さら

には、RMBSをリスクの小さい順に、シニア（最上級）、メザニン（中二階）、ジュニア（最劣

後）等いくつかの部分に分け、そのうちのメザニン部分だけを集めて再び同様の証券化を行うと

いう取引も行われました。しかし、高格付の前提であった複数のサブプライム・ローンが同時に

デフォルトになる確率は低いという見立ては脆くも崩れ、問題の顕在化後に格付会社は軒並み当

該格付を引き下げたので、それがまた騒ぎを大きくしたことも否定できません。

サブプライム・ローンの損失見込みの範囲は、当初は限定的と考えられていました。「山より大

きなイノシシは出ない」との喩えどおり、サブプライム・ローンの融資残高の一部の毀損に止ま

るはずだったのですが、当該ローンが証券化され、RMBSを始めとする債務担保証券（CDO：

collateralized debt obligation）（注）として、広く投資家に販売されていたため、サブプライム・ロ

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４４／本文／００４～００９　経営のアドバイス（高橋）  2008.06.18 16.01



経営のアドバイス

― ７ ―

ーンが組み込まれたCDO等のABS全体に信用リスク懸念が一挙に拡大し、ABS市場が信用収縮を

起こす事態となりました。イノシシ（損失見込み）が山（サブプライム・ローン残高）より大き

くなるという、想定外の事態が出現したわけです。

（注）債務担保証券（CDO）とは、ローン等の金銭債権や債券（公社債）などの債務証書を裏

付け資産（担保）としてそれらを束ねて発行された金融商品で、資産担保証券（ABS）の一つ

です。担保資産がローンのみで構成されるものは「CLO」（collateralized loan obligation）、債券

のみで構成されるものは「CBO」（collateralized bond obligation）と呼ばれます。原債務者が債

務履行不能に陥った場合、証券の発行者はそれに代って債務を履行するという実質的な保証機

能を負っています。

これらサブプライム・ローンの証券化商品を購入した投資家の代表はヘッジファンドや銀行で

あり、彼らはCPなどで短期資金を調達し、高格付の長期債で運用して利ざやを稼ぐ特別目的会

社（SIV）を運営して利益を得ていましたが、このSIVが積極的に利回りの良いサブプライムの

証券化商品を購入していたのです。また、モノラインと呼ばれる金融保証会社が、RMBSのうち

のダブルAなど少し格付の劣るシニア債を含めた商品をまとめて保証してこれをトリプルA化す

るような取引も広く行われていました。

昨年（２００７年）６月、米国証券会社ベアスターンズ傘下のヘッジファンドの資金繰り悪化が表

面化したことで、格付会社がサブプライム・ローンを裏付けとしたRMBSやCDOの格付を大幅に

引き下げ始め、それらの証券化商品価額は一挙に下落するに至りました。この結果、これらの商

品を直接あるいはSIV等関係会社を通じて大量に購入していた欧米の金融機関やヘッジファン

ド、証券化の組成・販売を行った投資銀行（証券会社）、モノライン保証会社へと損失が拡大

し、シテイグループ、UBS、モルガンスタンレー、メリルリンチといった大手金融機関が、損失

補填のため相次いで資本増強に走る事態となりました。この過程で発生した問題が「流動性の枯

渇」という事態です。格付への不信から、表面的にはトリプルAを維持しているような証券化商

品までもが大きく価額を下げ、あるいは売却しようとしても買い手が現れずに時価の算定自体が

困難となるケースも生じるに至りました。さらに、SIVの発行するCP等やモノライン会社の保証

が付いた地方債も動揺を来たし、これに投資していた個人投資家の資金にも損失が発生していま

す。このように本来「リスクが少ない」という前提で提供されていた投資資金が実は大きなリス

クに晒されていたという状況が明らかになった結果、投資家はリスク判断の拠り所を失い、金融

システム全体の流動性が枯渇する事態となったのです。この危機を乗り切るべく、先進国の中央

銀行は協調して市場に資金を供給する対策を講じているところです。

◆実体経済への影響

サブプライム・ローン問題の危機の内容を要約すれば、銀行やモーゲージ・バンクが規制の緩

い証券化商品を安易に乱造し、それに格付会社が不相応な格付を与えて、規制の対象外であるヘ

ッジファンドを相手に証券業務を展開して暴利を貪った揚句に、銀行にリスクが集中的に表れた

ということです。
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当初は金融市場への限定的な損失発生に留まると見られていたサブプライム・ローン問題です

が、その損失が当該ローンを組み込んだ証券化商品以外の金融商品へと波及し、かつ前述のよう

な流動性の枯渇という事態までに立ち至るに及んで、この問題は金融市場を超えて広く実体経済

へ悪影響をもたらし始めました。すなわち、流動性の枯渇によって株式や債券市場からの資金流

出が顕著になり、そこから溢れ出した資金は、原油、金、穀物などの商品市場に流れ込んで商品

相場を実需以上に押し上げる結果となって、世界的なインフレ懸念が発生するに至ったのです。

金融危機時の政策当局によるマーケットへの大量の資金投入は、これまでは金融市場の流動性

の確保を通じて景気回復を促す効果を生み出してきましたが、今般のサブプライム危機における

当局の資金投入は、金融市場の信用収縮を回復させるに至らず金融機関や関係企業の資金繰りは

悪化したままであり、投入された資金は結果的に余剰資金となってインフレを助長するという、

今までにないスタグフレーション効果をもたらしています。

欧米の金融当局による金融不全救済の処方箋は、市場の混乱を早急に鎮静させ、その一方で金

融機関の自己資本の修復を促すということに尽きるようです。「最悪期は脱した」との米国証券会

社首脳の見解や米国証券市場の最近の小康状態は、当局の救済シナリオと平仄を合わせた動きで

あり、金融機関の資本増強のための演出とみることもできます。しかし、金融機関のバランスシ

ートの傷が修復されないままでは、当局の支援効果も限定的でしょう。これを克服するには、金

融機関の不良資産の圧縮や一段のリストラが必要であり、他方で住宅価額の下げ止まり策を通じ

て個人の消費マインドを回復させ、景気の悪化要因を払拭することが必要です。

◆我々への影響

わが国の金融機関におけるサブプライム・ローン商品の直接的被害は、欧米の金融機関に比べ

ると未だ軽微な額に留まるようですが、サブプライム以外の金融商品に係る派生的な価額下落に

よる損失を合わせると、個別金融機関の負担が千億円の水準を超えるところもあって、それは当

該金融機関の収益力からみて決して軽いものではありません。そのために金融機関の自己資本比

率が低下し、バブル後のようなクレジット・クランチ（企業の資金借入に影響が出る事態）が起

きることは当面考えられませんが、融資先の信用判定が慎重になり、たとえばスコアリング方式

の事業者ローン等の取上げスタンスには影響が出てくるかもしれません。

米国の景気後退が及ぼすわが国の実体経済への影響はどうでしょうか。中国やインドなど新興

国経済の台頭もあり、米国経済の後退が直ちに世界的な実体経済の悪化とはリンクしないとの見

方もありますが、少なくともわが国経済と米国市場との結び付きは密接であり、その悪影響を受

けることは避けられないでしょう。現に今年１～３月期の企業業績は、当初の見込みより悪化す

ることが明らかとなっています。株式市場や債券市場への影響は当面ヤマを越したとみられます

が、スタグフレーションに陥った米国経済の立直りが遅れると、それだけわが国の企業業績に与

える悪影響は深刻化すると思われます。

ところで、最近はわが国でもローン債権等の証券化が進み、住宅ローン債権や商業用不動産担

保ローンの証券化商品の市場規模が急速に拡大しています。証券化された金融商品は、小口分散
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化されて多くの投資家の手に渡り、高利回りの運用手段として活用されていますが、そこには米

国のサブプライム・ローンのような問題はないのでしょうか。わが国の証券化対象のローン債権

は、一般的に信用リスクの小さいもので構成されており、同時多発的にデフォルトに陥る可能性

は極めて小さいと考えられ、それだけ高い安全性を有しています。しかし何らかの要因で投資家

の投資意欲等が後退し、あるいは投資に対する不安心理の影響で、証券化商品の市場価額が下落

する可能性までは否定できません。証券化商品に与えられた格付は米国の例にみるように絶対で

はなく、これに過度に信頼をおくことは禁物です。また、窮境に陥った住宅ローン債務者を救済

するに際しては、当該ローンを商品化スキームから取り外すか、投資家の同意の下に救済策を進

めることが必要となりますが、実務上は債務者救済に係る損失を複数の投資家が甘受し分担する

しか方法がないでしょう。いずれにしても、ローンの貸し手と借り手が１対１の対応となってい

る場合に比べて、借り手の救済交渉は難しくなります。

最近は、金融機関の業務についても効率性が求められるようになり、いままで金融機関内部で

行われていた固有業務の外注化（アウト・ソーシング）が活発化し、たとえば融資業務について

も、その管理回収業務をサービサー等に委託したり、あるいはローンが譲渡された結果債権者が

金融機関から入れ替わるケースも増えています。したがって借入に当っては、伝統的なリレーシ

ョンシップ・バンキング方針を堅持する金融機関と、それ以外の金融機関の使い分けを心掛ける

ことも必要になるでしょう。

※ 前号（２００８年６月号No．１４３）１５ページ２～３行目を下記のとおり訂正いたします。

正「…内部統制を評価した結果を内部統制報告書として提出すること…」

誤「…内部統制を評価した結果を内部統制報告書を提出すること…」
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図表４－１ 北海道「自動車産業総合支援室」の体制

資料：北海道ホームページ

前号（調査レポート６月号）では、北海道および胆振地域の産業特性を整理し、胆振地域にお

ける新たな産業立地の動向について取り纏めました。

本号では、ものづくり産業における集積および活性化に向けた取り組みを整理し、産学官・金

融機関等が果たすべき役割について提言します。

第４章 ものづくり産業の集積・活性化に向けた取り組み

ここでは、道央圏を中心に集積が進みつつある自動車関連産業の集積を、より加速させるた

めの取り組み、及び胆振地域における自動車関連産業への参入促進をはじめとしたものづくり

産業の集積・活性化に向けた地域の産業支援機関・研究機関等の取り組みについて取りまとめ

るとともに、産業振興に向けた最近の産学官・金融連携の動きについて概観します。

１．北海道における自動車関連産業振興の取り組み

１）北海道庁内ワンストップサービス窓口の設置

北海道では、道内外の企業からの自動車産業に関する様々な相談に対し、道庁内でワンス

トップサービスを行うために、平成１８年１１月に「自動車産業総合支援室」を設置するととも

に、企業からの相談に的確に対応するため、自動車産業関係課連絡調整会議を設置し、庁内

の連携体制の強化を図っています。

レポート

「地域ものづくり産業の集積・活性化に関する研究
―胆振地域をモデルとして―」（２）
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１．代 表 北海道経済連合会 会長 南山 英雄
北海道知事 高橋 はるみ

２．幹 事 佐藤鋳工�、�ダイナックス、（独）中小企業基盤整備機構北海道支部、�北洋銀行、北海道、�北
海道機械工業会、�北海道銀行、北海道経済産業局、北海道経済連合会、�北海道商工会議所連合
会、北海道大学、北海道電力�、日本政策投資銀行、室蘭工業大学

３．顧 問 トヨタ自動車北海道�、いすゞエンジン製造北海道�
４．特別顧問 道都大学経営学部教授 山本 孝
５．事 務 局 北海道経済部（商工局産業振興課・産業立地推進局産業立地課・労働局雇用労政課）
６．会 員 ①自動車関連企業やこれから自動車産業に参入しようとする企業

②道内での自動車産業の集積促進に協力しようとする金融機関・教育機関・団体・行政等の支援機関
（自動車関連企業：１００社、支援機関５９団体、合計１５９団体～平成１９年５月２３日現在）

図表４－２ 北海道自動車産業集積促進協議会の体制

資料：北海道ホームページより作成

3

+

図表４－３ 北海道自動車産業集積促進協議会の行動計画

資料：北海道ホームページ

２）北海道自動車産業集積促進協議会

北海道内での自動車産業の集積促進に向けて、平成１８年８月、自動車産業に関連する企

業、経済・業界団体、教育機関、行政等道内関係者が連携して具体的な取り組みを行うため

に、産学官からなる「北海道自動車産業集積促進協議会」が設立されています。

同協議会では、①企業誘致等の強化、②地場の基盤技術産業の育成・振興、③技術系人材

の育成を柱に、自動車産業セミナーや見本市など様々な事業を行っています。
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○道立工業試験場に加工試験機等を導入し、参入に結びつけるためのプレス・金型加工、鋳造、表面
処理等に対する技術の高度化、蓄積を図り、自動車部品サンプルの試作、品質の高度化を図り、地
場企業に技術移転する。

○並行して、参入に意欲・興味を持つ地場企業を中心とした研究会を発足し、発注企業や本州先進企
業、専門家（大学）のアドバイス等を得ながら、上記基盤技術に関する座学、実践的研修、課題解
決のための勉強会等を実施。

○道内進出企業、道外発注企業等へ向けての地場企業技術力等を紹介するガイドブックを作成。
平成１８年度：「北海道の基盤技術企業１００選」発行。
平成１９年度：「製造装置・設備メンテナンス企業１００選」発行予定。

○平成２０年３月、トヨタ自動車�本社（サプライヤーズセンター）にて、道内企業・大学・公設試験
研究機関の「新技術・新工法」による試作品、製品等の展示商談会を開催。

○「生産現場カイゼン集中ゼミナール」の実施（平成１８年度より）
トヨタ自動車北海道�の改善担当者にトレーナーとして参加してもらい、地場企業における生産

現場（モデル現場）を実際に改善しながら、カイゼンのノウハウを実習。
○「トヨタ生産方式導入ゼミナール」の実施（平成１８年度より）

トヨタ生産方式専門コンサルタントによる講習会及び勉強会（見学会）等。

○中核人材育成のための「生産管理エキスパート塾」の開設。（北海道工業大学公開講座）
○逆見本市による道内進出企業等からの発注情報の収集。
○見積コスト、品質基準等に関する勉強会やユニットの分解部品解析等の実施を予定。

３）関係機関連携によるものづくり基盤技術の強化支援

（北海道、道立工業試験場、�北海道中小企業総合支援センター、�北海道機械工業会他）
前項の行動計画に基づき、関係機関が連携のもと地場企業経営者の自動車産業参入意欲の

喚起や生産管理技術、研究開発力の強化、進出企業等とのビジネスマッチングの促進など、

地場企業参入に当たっての課題解決をエグゼクティブに支援し、自動車産業への参入促進を

図るため、以下のような事業に取り組んでいます。

①研究開発力強化に関する技術支援

②進出企業等と地場企業とのビジネスマッチング等

③生産管理技術の向上に関する支援

④その他の支援

２．胆振地域におけるものづくり産業の集積・活性化に向けた取り組み

（１）胆振地域の産業支援機関

１）財団法人 室蘭テクノセンター（http : //www.murotech.or.jp/）

① 団体概要

○代表者：理事長 天里勝成（室蘭商工会議所会頭）

○設 立：昭和６１年１２月

○所在地：室蘭市東町４丁目２８番１号

② 沿革

地域の産業界・室蘭工業大学・行政の有識者で構成する「室蘭地域産業振興懇話会」で
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の検討を経て、室蘭地域における中小企業を中心にその工業技術水準と経営力の総合的な

向上を図るため、工業技術及び企業経営に関する各種事業を行うことにより、地域企業の

経営基盤を強化し、もって地域産業経済の振興発展に資することを目的に、昭和６１年に同

財団が設立されました。

以来、室蘭周辺地域のトータルコーディネート機関として、国や道、室蘭市、登別市、

伊達市の行政機関、室蘭工業大学、各種支援機関と連携しながら地域の企業の技術力向

上、新製品・新技術の開発、販路開拓、産学官連携などの事業を行い、地域産業発展への

一翼を担っています。

③ 主な事業内容

�．技術・製品開発支援事業
�．市場開拓支援事業
�．産学官連携支援事業
�．産業クラスター推進事業
�．企業経営支援事業

２）財団法人 道央産業技術振興機構（http : //dohgi.tomakomai.or.jp/index.html）

① 団体概要

○代表者：理事長 藤田博章（苫小牧商工会議所会頭）

○設 立：昭和６３年６月

○所在地：苫小牧市字柏原３２番地の６ 苫小牧市テクノセンター内

② 沿革

高度技術工業集積地域開発促進法（通称テクノポリス法）の施行を受け、道央地域（苫

小牧市、千歳市、恵庭市及び安平町）の高度技術に立脚した産業開発を促進し、もって本

道産業の発展と活力ある地域社会の創出に寄与することを目的に、昭和６３年、「財団法人

道央テクノポリス開発機構」として設立されました。

以来、地域の技術シーズを活用した新技術・新製品の開発及び起業化、新産業の創出に

必要な債務保証・融資制度や各種助成、研修指導事業等を行なっています。

平成１０年、苫小牧市テクノセンターのオープンとともに、事務局が同センター内に移転

し、同センターの管理運営を行い、平成１３年４月には、名称を「財団法人道央産業技術振

興機構」に変更しています。

③ 主な事業内容

�．研究開発型企業の育成
�．人材育成
�．先端技術の啓発・普及
�．高度技術開発の促進
�．地域企業の起業化支援
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１）試験・検査・証明
・企業からの依頼による材料試験、精密測定、非破壊検査を行い、成績書を発行。

２）設備機器の開放
・設備機器の取扱指導及び利用開放。

３）技術指導・研修・相談
・企業の質的向上を図るための技術相談、技術指導や研修。

４）産学官交流
・異業種・同業種等の企業群と、大学・工業高等専門学校等及び公的試験研究機関との交流事業。

５）情報受発信
・工業技術に関する資料、専門図書の整備及び試験・研究・製品の資料収集、提供。

６）研究開発支援
・新製品の開発、新技術の研究開発を推進するために、技術的支援を実施。

３）苫小牧市テクノセンター（http : //www.tomatech.jp/index.htm）

① 概要

○開 設：平成１０年１０月

○整備主体：苫小牧市

○運営主体：財団法人 道央産業技術振興機構

○所 在 地：苫小牧市字柏原３２番地の６

○設置趣旨：道央高度技術産業集積地域の産業技術の育成を推進する中核施設として、地

場企業をはじめとする機械金属製造業及び関連する企業の技術向上や研究開

発を支援し、産業の振興を図るため設置され、産・学・官と連携し各種の産

業支援事業を推進しています。

② 業務内容

（２）胆振地域の研究機関

１）国立大学法人室蘭工業大学（http : //www.muroran-it.ac.jp/）

① 地域共同研究開発センターによる地域連携

�．概要
国立大学では、従来から種々の形態により産業界との研究協力・交流が行われてきまし

たが、文部科学省では昭和６２年度より、全学的な研究協力の一層の推進を図ることによる

大学の産業界・地域への貢献、産学官の結び付きの窓口、学内教官に対する外部の研究情

報の提供などをねらいとして、専任教官、汎用的な研究設備を備えた「共同研究センタ

ー」の設置を進めてきました。

室蘭工業大学では昭和６３年に開設され、「開かれた大学」の窓口として民間等との共同

研究、研究交流、地域社会との連携協力事業など、地域密着型の産学連携活動を中心に大

学の研究成果や知的財産を地域社会に還元する多様な活動を展開してきています。
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図表４－４ 組織・運営及び機能

項目 年度 平成１１ 平成１２ 平成１３ 平成１４ 平成１５ 平成１６ 平成１７ 平成１８

共同研究
件数 ３０ ４８ ７０ ９１ ９３ １０１ １０９ ８９

金額（千円） ３２，１１３ ４４，５８６ ５１，５６７ ７６，４０８ ７１，２２１ ８０，７４３ ７８，２４４ １０６，８９０

受託研究
件数 ８ ７ ９ １１ ６ １２ ２２ ２７

金額（千円） ３８，２１８ ２９，８０８ ２３，０７３ ５４，１４１ ６０，１７９ ３０，２５５ ９４，９０３ １１６，３１９

合計
件数 ３８ ５５ ７９ １０２ ９９ １１３ １３１ １１６

金額（千円） ７０，３３１ ７４，３９４ ７４，６４０ １３０，５４９ １３１，４００ １１０，９９８ １７３，１４７ ２２３，２０９

図表４－５ 「民間等との共同研究」及び「受託研究」の推移

資料：室蘭工業大学・地域共同研究開発センター「平成１８年度センターニュース」

�．共同研究等の実績
室蘭工業大学が平成１７年度に実施した民間等との共同研究数は１０９件、受託研究数は２２

件、合計１３１件となっています。共同研究のうち中小企業を相手とする件数は６２件で、比

率は全体の５６．９％にのぼり、この比率は、総合科学技術会議がまとめた国立大学法人等の

科学技術関係活動に関する調査結果において全国１位となっています。

また、平成１８年度の共同研究の地域別比率は、室蘭管内２１％、その他の道内地域２５％、

北海道外５４％となっています。
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１）研究シーズ集の発行
２）地域間交流及び企業との定期的な交流
３）腐食防食相談室の開設
４）サテライトを拠点とした活動
５）地域との連携

図表４－６ 室蘭工業大学の位置づけ

�．最近の取り組み

② 室蘭工業大学におけるものづくり技術支援

室蘭工業大学では、地域の特性を踏まえ、地域のものづくりの拠点大学として、地域の

基盤技術の強化やものづくり人材の育成に力を入れています。

�．自動車部品等の高度加工技術に対するものづくり基盤技術強化の支援
同大学においては、ものづくり基盤技術の強化支援として、実用化、実践を意識した基

礎・応用研究シーズを蓄積し、産業界での技術開発や実用化研究を川上の基礎研究、応用

研究の面から支えるとのスタンスで取り組んでいます。

�．ものづくり人材の育成
ア．中核人材育成プロジェクト

製造現場の中核人材の育成のため、地域の産業集積と大学等がコンソーシアムを形成

し、製造現場で求められる技術・ノウハウの教育プログラムの開発を行う「産学連携製造

中核人材育成事業」（経済産業省）において、平成１７年度、室蘭工業大学等が実施する「北
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図表４－７ 活動内容

�．共同研究、受託研究等による研究開発協力 �．技術者の再教育（研究生、聴講生）
�．各種試験、分析等の受託 �．地域産業向け専門分野の公開講座の開催
�．技術指導、技術相談 �．講習会等への講師派遣
�．蓄積された研究成果の情報提供

資料：苫小牧工業高等専門学校ホームページ

海道鋳物産業における中核人材育成プロジェクト」が採択され、平成１７・１８年度の２年間

で「超鋳物」技術を擁する人材を育成するためのプログラムの開発を行いました。

イ．ものづくり工学コースの開設

北海道鋳物産業における中核人材育成プロジェクトの成果を受けて、平成１９年４月、室

蘭工業大学大学院材料物性工学専攻内に「ものづくり工学コース」が開設されました。

ウ．ものづくり基盤センターでの人材育成

平成１８年１０月、ものづくりに関わる実践的な教育、先端加工技術の研究、ものづくりを

とおした地域との交流を行うことを目的として設置されました。

旧実習工場をセンターの中核施設として整備し、学生が自由に利用できる実習室をはじ

め、多目的加工室、機械加工室、溶接室、鋳造鍛造室などを備えています。

「教育・学習支援部門」、「ものづくり基盤技術研究部門」、「地域連携部門」の３部門と

「プラズマナノ加工分室」、「ガラス工作分室」の２分室からなっています。

２）苫小牧工業高等専門学校（http : //www.tomakomai-ct.ac.jp/）

① 地域共同研究センターによる地域連携

�．概要
地域産業界との連携を促進するために、平成５年度より「技術開発相談室」を設置、さ

らに平成８年度より内部組織の改組により「地域協同センター」として運営してきました。

平成１２年度に民間機関等との共同研究や技術開発相談、材料試験・分析等を行う共同利

用施設としての「地域共同研究センター」を新設し、地元産業界をはじめとする地域社会

の各層との交流、協力関係の促進を図っています。

② 苫小牧工業高等専門学校おける人材育成プロジェクト

高等専門学校等の有する設備を活用し、高専等の教授やベテラン技術者等の協力の下、地

域の中小企業のニーズに応じた講義と実習を実施し、中小企業の若手技術者育成を支援する

ことを目的とした「高等専門学校等を活用した中小企業人材育成事業」（経済産業省）におい

て、平成１８年度、「苫小牧工業高等専門学校を核とした地域産学官連携による自動車関連産

業のための中小企業人材育成プロジェクト」が採択されています。
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室蘭地域産業支援連携協定
■締結機関 室蘭工業大学、�室蘭テクノセンター、北洋銀行室蘭中央支店、北海道銀行室蘭支店、札幌銀行室蘭支

店、室蘭信用金庫、伊達信用金庫、室蘭商工信用組合、国民生活金融公庫室蘭支店
■締結時期 平成１７年２月
■目 的 大学の研究シーズと企業ニーズのマッチング機会や経済界・産業界の大学に対するニーズを取り次ぐ機会

の増加を図り、産学の共同研究や技術指導等を通じて、大学の知的財産や技術に関するノウハウの産業界
への移転を促進し、室蘭地域の経済の活性化につなげていく。

■連携内容 ① 室蘭地域企業からの経営・技術相談等の対応に関すること
② 室蘭地域の大学、金融機関及び支援機関等との連携強化に関すること
③ その他、本協定の目的達成のために必要なこと

室蘭工業大学と北洋銀行との包括連携協定
■締結時期 平成１８年７月
■目 的 産学官金の連携をとおして相互の発展に寄与するとともに、地域経済の一層の活性化と自立的発展に資する。
■連携内容 大学全体と北洋銀行及びグループ会社全体での包括的な協力関係を作り上げ、

① 大学と企業の連携モデルの研究
② 知財活用の研究及び共同研究の実施等の研究交流
③ これに伴う職員の派遣やセミナー等への学内教員の派遣等の人材交流
④ MOTプログラムやインターンシップ学生の派遣等の人材育成
⑤ 各種金融サービスの提供
等を実施する。

室蘭市、登別市、伊達市と室蘭工業大学との包括連携協定
■締結時期 平成１８年１２月
■目 的 包括的な連携のもと相互に協力し、地域社会の発展と人材育成及び学術の振興に寄与する。
■連携範囲 ① 地域づくり・まちづくりの推進に関すること

② 観光振興や産業振興など地域経済の発展に関すること
③ 環境の保全及び防災対策の推進に関すること
④ 保健・医療・福祉の向上に関すること
⑤ 住民との協働の推進に関すること
⑥ 教育・文化の振興、生涯学習の推進に関すること
⑦ 地域の国際化・国際交流の推進に関すること など

苫小牧地域ものづくり産業振興のための産学官金連携
■締結機関 室蘭工業大学、苫小牧工業高等専門学校、苫小牧市、�道央産業技術振興機構、苫小牧商工会議所、北海

道中小企業家同友会苫小牧支部、苫小牧信用金庫、北洋銀行苫小牧中央支店、北海道銀行苫小牧支店、室
蘭信用金庫苫小牧中央支店

■締結時期 平成１９年７月
■目 的 相互の連携強化に努めながら大学等の研究成果を活用し、地域の中小企業の抱える技術課題の解決を図ろ

うとする取り組みを支援することにより、地域としてこれまで以上に主体的かつ具体的にものづくり産業
の高度化を目指し、その振興に寄与する。

■連携内容 ① 技術相談会の開催
② ものづくり産業の技術セミナー（講演会）の開催
③ 異業種交流支援等 など

３．産業振興に向けた産学官・金融連携の動き

胆振地域では、産業振興に向けて産学官・金融連携の動きが活発化しています。

以下では最近の産業支援のための産学官・金融連携協定等の主な締結状況を取りまとめます。

こうした産学官・金融の連携により、大学の研究シーズと企業ニーズのマッチング機会や経済

界・産業界の大学に対するニーズを取り次ぐ機会の増加につながるとともに、経済産業省の中核

人材プロジェクトや地域コンソーシアム、ものづくりに関わる産学の共同研究など多くの取り組

みを実施し、成果を上げています。
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第５章 胆振地域におけるものづくり産業の集積・活性化の方向性と産
学官・金融機関等が果たすべき役割

１．胆振地域におけるものづくり産業の集積・活性化に向けて

（１）胆振地域におけるものづくり産業の振興・発展に向けて

胆振地域のものづくり産業を取り巻く環境は、これまで依存度の高かった公共事業の減

少、経済のグローバル化の進展に伴う競争の激化、原料・輸送コストの高騰、少子・高齢

化、後継者の確保難など、一層厳しさを増しています。一方、地域をみると、産業集積の低

さに加え厚みや広がりに欠ける産業構造による閉塞感、また地域の中小企業経営を見ると、

大手企業からの受注型による技術の特化、高品質や低コスト、短納期など市場のニーズに対

する対応力の弱さ、大半を占める小規模事業者の経営基盤の弱さなどが浮かび上がってきま

す。

しかし、近年、道内における既存の自動車関連企業の事業拡大や自動車関連企業の新規立

地が相次いでおり、北海道経済における位置づけも高まりを見せています。道内に立地する

自動車関連企業の道内からの部品調達率は、現状は極めて低いものの、コスト競争力の強化

に向けて、時間的優位性、物流費削減の点から道内調達率の拡大意向があり、また、道外か

らの発注案件も増加しており、地場企業にとっても大きなビジネスチャンスと言えます。

こうした状況を踏まえ、地域のものづくり産業の活性化を図るためには、

○経営者の意識改革、個々の企業のやる気、スキルアップ

○個々の企業のコア技術の強化

○請負型ではなく、提案型企業への変革

○高度な技術力・生産力、オンリーワン・ニッチトップ技術・製品の開発による差別化

○高い能力を有した中核人材の育成・活用

が求められます。

また、地域の閉塞感を打破し、新たな取り組みを活発化させ、地域産業全体のポテンシャ

ルの向上を図るためには、

○大手企業、大量生産型企業の集積だけではなく

○ものづくりの基盤技術を持つ中堅・中小企業の集積

○地域特性（資源）を有効に活用した産業群の集積

○地域で連携・共同生産できる幅広い産業群の集積

○競争力の高い企業群の構築

が求められます。

すなわち、地域のものづくり産業の集積・活性化という視点からは、自動車関連産業の誘
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致のみならず、地域の企業とそれらとをつなぐ基盤技術を持った企業の誘致も重要です。も

のづくりの基盤技術を持つ中堅・中小企業の新たな集積を図ることで、既存の産業集積を活

かした受発注連携、技術連携等の有機的連携により、これまで蓄積されてきた技術・ノウハ

ウの新たな活用や地域の技術水準の向上等の相乗効果を生み出し、これらをとおして、市場

を道外、海外へと展開する「グローカル企業」の輩出につながっていくものと考えられます。

（２）胆振地域におけるものづくり産業の振興・発展に向けた方向性

胆振地域におけるものづくり産業の振興・発展に向けて、ここでは「ものづくり拠点とし

てのポテンシャルの向上」と「地場企業の自動車関連産業への参入促進」の２つの視点から

方向性を考察します。

１）ものづくり拠点としてのポテンシャルの向上

① 産学官・金融連携による支援体制の強化

市場が成熟化したなかで輸移出拡大のためには、道外品との競争に打ち勝つ必要がありま

す。そのためには、マーケット・ニーズに合致した商品開発、品質の向上、生産コストの低

減などが必要となります。

具体的方策のひとつとして、産学官・金融連携を一層促進することによって、地域企業が

大学の知的資産を活用していくことが考えられます。

今後人口減少によって道内市場規模は一層縮小すると予想されていることから、製造業全

体として生産額を増加させるためには、特に道外市場を見据えた強化が重要と考えます。道

内産業の競争力強化のためには、単独の産業ではなく関連する産業群を含めた産業クラスタ

ーとして捉えた上で、生産から販売までの一貫した総合的対策を検討する必要があります。

室蘭工業大学では平成１６年度の独立行政法人化後、地域中小企業との共同研究件数も急激

に増加し、総合科学技術会議では中小企業との共同研究比率全国一位との調査結果が報告さ

れています。また、日本経済新聞の調査では地域貢献度全国一位と評価され、独自の地域密

着型産学官金融連携による企業支援を実施しており、今後もこうした動きを活発化させてい

く必要があります。

② 戦略的企業誘致の展開

道内の工業製品分野は、「食料品」、「製材・木製品」、「パルプ・紙・紙加工品」、「銑鉄・

粗鋼」を除き、全て域際収支が赤字となっています。しかし、「自動車部品・その他の輸送

機械」の純輸移出額は赤字であるものの、主に道外からの進出企業の貢献により着実に赤字

額を縮小（平成２年・▲２，２１５億円→平成１２年・▲１，２０９億円：北海道地域産業連関表により

独自集計）していることから、企業誘致は重要な方策の一つと考えられます。

誘致企業と道内企業との取引促進策などを強力に推進していくことによって、誘致企業の

使用部品等の道内供給を高めていくこと（輸移入代替）が重要と考えます。
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誘致の対象としては、先端産業ばかりではなく、道内既存産業クラスターの欠けている部

分を補完する生産技術を有している企業など、既存クラスター強化に有効な企業の誘致も重

要です。このような企業を絞り込むためには、詳細な産業間取引マップと保有技術マップの

作成を検討する必要があります。

③ 重要性を増す仲介・ネットワーク機能の強化

市場の成熟化に伴い、市場情報の収集、新たな市場開拓、経済取引の組織化、資金供給等

に関わる支援・ネットワーク機能がより重要性を増してくると言われています。

地域産業の発展のためには、産業支援機関や金融機関などが地域のものづくり企業に積極

的に関わっていくことが期待されます。

④ 人材の育成・誘致の強化

中長期的には、発展の礎となるのは人材です。地域内ならびに近隣地域には高専、大学等

の工業系高等教育機関が多数あり、これら教育機関において、産業界から求められる質の高

いものづくりに関わる基礎教育とともに、インターンシップの活用など地域のものづくり企

業との交流機会を拡大することで、学生の地元への定着を促進する環境づくりが期待されま

す。また、将来の地域のものづくり産業の担い手育成を図るため、地域小中高生へのものづ

くり啓発教育による地域産業への理解とものづくりに対する興味の喚起が求められます。

さらに、地域においてものづくりの拠点性を高めるため、地域に不足している実践的な技

術・技能については、道内外のものづくりの先進地や先進企業から研究者、技術者、技能者

を招聘し、地域で活かしていく必要があります。一方、団塊の世代が定年期を迎え、ものづ

くりの現場から技術者が退職を余儀なくされています。こうした人たちが現場で培ってきた

技術やノウハウを消滅させることなく、さらに地域のものづくりの現場で活かしてもらえる

よう、その環境整備とこうした人材の誘致も重要です。

２）地場企業の自動車関連産業への参入促進

① 総合的な生産力の向上と資金の確保

地場企業の自動車関連産業への参入に向けて、自動車関連産業が求める品質要求、納期要

求、コスト要求に対応できるようにするためには、加工技術に加え、生産管理、納期管理、

品質管理、原価管理といった各種管理技術を含めた総合的な技術力の高度化、研究開発力・

提案能力、それらを担う人材の育成・確保、及び新たな設備投資等に対する必要資金の確保

等が必要となります。
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( )

図表５－１ 地場企業に求められるロードマップ

○地場企業が持つ基盤技術の高度化

○自動車関連産業が求める品質・納期・コストに係る生産管理技術の強化・確立

○研究開発力、提案能力の強化

○それらを担う人材の育成・確保

○新たな設備投資等に対する必要資金確保

そのためには、先ずは企業自身が自社のコア技術・製品の強み・弱みを把握し、欠けてい

る部分についてその強化を図り、高度なQCD（高品質、低コスト、短納期）による製品を

提供できるように積極的にチャレンジしていくことが求められます。その際、各社独自の取

り組みに加え、進出企業との技術交流や共同受注に向けた異・同業種交流など積極的な企業

間連携の取り組みや、大学、公設試験研究機関、産業支援機関等の産学官のネットワークを

積極的に活用していくことが求められます。

② 成功事例の創出

経営者の意識改革、個々の企業のやる気の向上を図るためには、まずは成功事例を一つで

も多く出し、それに続く企業群を構築していく必要があります。さらに、やる気のある企業

に対しては、産学官・金のネットワークを活かし積極的に支援していくことが求められま

す。
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図表５－２ ものづくり産業活性化のための成功事例の創出

図表５－３ 産学官・金融連携に期待される効果

２．ものづくり産業の集積・活性化に向けて産学官・金融機関等が果たすべき役割

企業経営の基本は、自助努力によるものであり、自動車関連産業への参入に当たっては、それ

ぞれの企業が、自社の強みや得意分野など実情に応じて戦略を組み立てていく必要があります

が、やる気のある企業に対しては、産学官・金融機関のネットワークを活かし積極的に支援して

いくことで、活性化がより一層加速化されます。

その中で産学官・金融機関の連携により期待される効果は、以下のとおり整理できます。

具体的には、個々の企業が持つ課題に対応し以下のような支援が求められます。
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課題 内容 求められる支援

情報収集力 発注情報
技術情報等

○自動車関連産業の市場動向、技術動向などに関する最新情報の提供
○自動車関連企業と地域企業との情報交換会、商談会
○大学等の研究シーズ情報

技術の高度化 加工技術
各種管理技術
工法改善等

○専門家による研修会、巡回指導、現場改善指導
○地域企業から自動車関連企業への人員派遣研修
○各種技術研究会
○先導的な技術開発に対する共同研究

営業力の強化・向上 受注獲得に向けた営
業活動の展開

○技術提案力強化のためのプレゼンテーション研修
○取引拡大のための商談会、ビジネスマッチング等
○自動車関連企業と地域企業との情報交換、個別取引斡旋

資本力の強化・企業
規模の克服

新たな投資に耐えう
る資本力の強化
地場企業同士の共同
受注体制の構築

○新たな設備投資に対する金融支援
○地域企業間の連合作りや横受け体制の構築のコーディネート

中核人材・若手人材
の育成

高度な技能、技術の
習得に向けた中核人
材・若手人材の育成

○優秀な人材の育成・輩出
○インターンシップの活用など人材の地域定着促進

図表５－４ 個々の企業に求められる支援

図表５－５ 産学官・金融機関が果たすべき役割

産学官・金融連携に期待される効果、及び個々の企業の課題に対応し求められる支援を踏ま

え、各機関が果たすべき役割と連携体制を以下に示します。
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図表５－６ 産学官・金融機関の連携体制

３．ものづくり産業の集積・活性化に向けての提言

本研究の総括として、胆振地域のおける自動車関連産業のものづくり産業の集積・活性化

に向けて、以下の４点について提言します。

① 胆振地域で培われた資産の活用強化と自動車産業など新分野への進出展開

胆振地域は、鉄鋼業や製紙業など大手基幹産業を中心に、一般機械器具製造業、金属製品

製造業などものづくり産業が集積し、長年培われてきた金属製品の製造・加工などものづく

りに関する優れた固有技術が集積しています。

こうした地域資産の強みを基盤技術として、その強化を図るとともに、自動車関連産業の

進出や道外からの発注案件に応えられる新たな生産力や開発力を付加させることにより、新

規産業分野への進出展開に向けた技術を確立し、自立型地域産業を創出していくことが肝要

です。

② 地域産業・企業のニーズに対応できる技術支援体制の強化

胆振地域におけるものづくり産業・企業のニーズに的確に対応するには、その関連技術課

題を収集・集約し、道内大学・高専、公設試などの研究者に情報提供するシステムが必要で
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す。さらに、これら産業界のニーズを研究者のテーマとして取り上げ、ものづくり基盤技術

の強化に必要な基礎・応用研究が継続的に実施出来るような仕組みを、胆振地域を拠点に構

築する必要があります。

その前提条件としては、室蘭工業大学、苫小牧高専や道立工業試験場等支援機関における

基盤技術への積極的な取り組みと、それに関われる教員、研究員の確保や補強が必要です。

また、研究費、実践的な試験・研究機器や装置の継続的な確保が必須条件となることから、

関係機関の連携のもとに競争的研究資金などの外部資金の獲得に積極的に努めるとともに、

試験・研究装置の共有化、拡充を図ることも肝要です。

③ 基盤技術を担う人材の輩出と実践的ものづくり技術者育成の強化

胆振地域を道内ものづくり（基盤技術）人材の育成支援拠点として位置づけ、多様な企業

形態に対応した実践型技術者を継続的に育成することが重要で、そのための仕組みづくりと

支援体制が必要です。胆振地域には、室蘭工業大学（地域共同研究開発センター・ものづく

り基盤センター）や苫小牧工業高等専門学校（地域共同研究センター）、室蘭テクノセンタ

ー、苫小牧市テクノセンターなどの支援機関があります。また、他地域には道立工業試験場

をはじめとする公設試験研究機関や産業支援機関、金融機関があります。現在、それらが連

携して、企業人材を対象としたものづくりの人材育成を実施していますが、より一層の支援

体制の強化が望まれています。

各企業のニーズ（課題）に対して、企業人材、学生とともに取り組むことにより解決を図

るORT（オン・ザ・リサーチ・トレーニング）を実施し、それによって企業人材の育成と、

関わった学生を企業に送り込むシステムが構築されれば、双方にとっても大きなメリットと

なります。

④ ものづくり基盤技術の集積に向けた総合支援と人的ネットワークの構築

①から③の取り組みを実のあるものとするには、産学官の連携のみならず、金融機関を巻

き込んだ総合支援体制を構築することが必要です。そのためには最新情報の共有化、産業界

と支援機関との信頼関係に基づく人的・情報ネットワークの構築を図ることが肝要です。ま

た、地域に不足している実践的な技術・技能については、胆振地域以外及び道外から研究

者、技術者、技能者を招聘し、企業支援、人材育成ができるシステムを構築していくことが

肝要です。
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図表５－７ 道内のものづくり拠点としての胆振の役割

地域ものづくり産業イノベーション研究会

（アイウエオ順）

有我 功（社団法人北海道未来総合研究所 研究理事）

江川 裕之（経済産業省北海道経済産業局 地域経済部 バイオ産業課 課長）

加賀 壽（国立大学法人室蘭工業大学 地域共同研究開発センター センター長・教授）

鴨田 秀一（北海道立工業試験場 技術支援センター 所長）

末富 弘（北海道ティー・エル・オー株式会社 常務取締役）

鈴木 雍宏（独立行政法人科学技術振興機構 特許主任調査員）

刀川 眞（国立大学法人室蘭工業大学 情報メディア教育センター センター長・教授）

田中 史人（北海学園大学 経営学部 准教授）

千葉 繁生（独立行政法人産業技術総合研究所 北海道センター 産学官連携コーディネーター）

鍋島 芳弘（北海道電力株式会社 総合研究所 経済グループ 主幹研究員）

樋坂 則仁（株式会社北洋銀行 業務推進部 新事業支援室 室長）

船水 邦彦（株式会社北洋銀行 業務推進部 主任調査役）

本間 淳（財団法人北海道科学技術総合振興センター 研究開発部 次長）

山中 芳朗（財団法人北海道科学技術総合振興センター 研究開発部 部長）

※役職名は平成１９年１０月現在
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１６年度 １０１．０ ０．１ ９９．１ ３．９ ９９．５ ０．１ ９８．８ ３．６ １００．０ △０．７ ９４．６ ２．９
１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ １０５．１ ５．１ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 r１０４．５ ０．６ r１０８．０ ２．６ r１０４．４ △０．３ r１０８．６ ３．１ r１０５．４ ０．１ r１００．７ ２．１

１９年１～３月 １０６．３ ３．１ １０５．８ ３．１ １０６．３ ４．０ １０５．９ ２．８ １０３．８ ０．２ １０３．３ １．６
４～６月 １０３．９ １．０ １０６．４ ２．３ １０３．５ △２．０ １０７．０ ２．５ ９７．７ △５．６ １０３．１ １．０
７～９月 １０３．１ ０．０ １０８．２ ２．６ １０２．１ △１．１ １０８．４ ２．８ １００．９ △３．８ １０４．２ ２．４
１０～１２月 １０３．１ △０．５ １０９．２ ３．３ １０３．０ △１．１ １０９．９ ４．４ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３

２０年１～３月 r１０７．７ ２．２ r１０８．４ ２．３ r１０８．７ ３．０ r１０９．４ ３．１ r１０３．９ ０．１ r１０５．５ ２．１
１９年 ４月 １０４．９ ２．６ １０５．６ １．０ １０６．２ ２．５ １０６．３ １．０ １０２．１ ２．２ １０３．２ １．０

５月 １０３．６ １．４ １０６．８ ４．８ １０２．６ △０．７ １０７．２ ４．４ ９９．８ △２．２ １０３．２ １．５
６月 １０３．３ △１．０ １０６．９ １．３ １０１．６ △７．４ １０７．６ ２．１ ９７．７ △５．６ １０３．１ １．０
７月 １０３．３ １．２ １０７．０ ３．１ １００．７ △２．８ １０６．８ ２．９ ９８．１ △５．６ １０３．６ １．８
８月 １０３．１ ０．２ １０９．７ ４．６ １０２．６ △０．１ １１０．１ ４．７ ９８．９ △５．３ １０３．７ ２．１
９月 １０２．８ △１．３ １０７．９ ０．２ １０３．０ △０．５ １０８．４ １．０ １００．９ △３．８ １０４．２ ２．４
１０月 １０２．７ ０．０ １１０．０ ５．３ １０２．９ ０．２ １１０．１ ６．３ １０１．８ △２．６ １０４．９ １．８
１１月 １０３．５ １．０ １０８．４ ３．２ １０２．６ △０．６ １０９．１ ３．５ １０３．４ △０．５ １０５．８ ２．７
１２月 １０３．２ △２．６ １０９．１ １．５ １０３．５ △２．５ １１０．６ ３．３ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３

２０年 １月 １０９．１ ３．３ １０８．５ ２．９ １０８．８ ４．０ １１０．０ ３．９ １０５．４ △２．７ １０５．３ １．９
２月 １０９．１ ５．０ １１０．２ ５．１ １１１．９ ８．０ １１１．３ ５．８ １０３．０ △２．４ １０５．４ ２．３
３月 r１０５．０ △１．２ r１０６．５ △０．７ r１０５．５ △２．２ r１０７．０ ０．１ r１０３．９ ０．１ r１０５．５ ２．１
４月 p１０３．８ △０．１ p１０６．２ １．８ p１０６．５ １．１ p１０７．７ ２．５ p９９．４ △２．７ p１０４．５ １．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，５１０ △１．６ ２１１，７４５ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５２，９９８ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 r ９５４，８０５ △２．６ r ２１２，５５７ △１．０ r ３０９，９４７ △３．５ r ８４，２９１ △０．８ r ６４４，８５７ △２．１ r １２８，２６６ △１．１

１９年１～３月 ２３８，６０８ △１．１ ５１，４７２ △０．４ ７９，２０５ △２．９ ２０，８２３ △０．１ １５９，４０３ △０．２ ３０，６４８ △０．６
４～６月 ２３３，８３９ △１．５ ５１，３２３ △０．６ ７４，０８９ △２．３ ２０，１３２ １．０ １５９，７５０ △１．１ ３１，９１９ △１．６
７～９月 ２２９，６２１ △３．１ ５１，２３３ △２．０ ７３，６８２ △４．２ １９，６７８ △２．３ １５５，９３８ △２．５ ３１，５５５ △１．９
１０～１２月 ２６０，９２７ △２．７ ５７，９６０ △１．０ ８７，４１０ △３．９ ２４，０１９ △１．１ １７３，５１７ △２．２ ３３，９４１ △０．９

２０年１～３月 r ２３０，４１９ △２．９ r ５２，０４１ △０．３ r ７４，７６６ △３．３ r ２０，４６２ △０．９ r １５５，６５３ △２．８ r ３１，５７８ ０．１
１９年 ４月 ７８，３５８ △３．２ １６，９１５ △１．８ ２４，５９５ △６．１ ６，５９８ △１．４ ５３，７６３ △１．７ １０，３１７ △２．０

５月 ７７，４２８ △１．９ １７，０４１ △０．８ ２４，１３２ △２．６ ６，５７３ △０．７ ５３，２９５ △１．６ １０，４６８ △０．９
６月 ７８，０５３ ０．７ １７，３６７ ０．９ ２５，３６２ １．９ ６，９６１ ５．１ ５２，６９１ ０．２ １０，４０６ △１．９
７月 ７９，６２７ △５．２ １８，６１３ △３．８ ２７，０４４ △６．９ ７，９０６ △４．４ ５２，５８３ △４．３ １０，７０７ △３．４
８月 ７６，４５５ △０．９ １６，６９３ △０．１ ２２，５３８ △１．５ ５，７４４ １．１ ５３，９１７ △０．６ １０，９４９ △０．８
９月 ７３，５３９ △３．０ １５，９２７ △２．０ ２４，１０１ △３．７ ６，０２８ △２．７ ４９，４３８ △２．７ ９，８９９ △１．５
１０月 ７７，４１４ △５．２ １７，１６１ △１．７ ２６，３３４ △４．７ ６，８６２ △１．６ ５１，０８０ △５．４ １０，２９９ △１．８
１１月 ７８，３１１ △１．４ １８，１２４ ０．４ ２６，０１１ △２．０ ７，５６５ ０．８ ５２，３００ △１．１ １０，５５９ ０．１
１２月 １０５，２０２ △１．９ ２２，６７５ △１．５ ３５，０６６ △４．６ ９，５９２ △２．２ ７０，１３７ △０．５ １３，０８３ △１．０

２０年 １月 ８０，１９４ △４．８ １８，７９９ △２．０ ２６，２８０ △３．８ ７，３９９ △２．１ ５３，９１４ △５．３ １１，４００ △２．０
２月 ６７，８９０ △２．８ １５，５３９ １．２ ２０，９１４ △３．６ ５，８３３ １．０ ４６，９７６ △２．５ ９，７０６ １．４
３月 r ８２，３３５ △１．２ r １７，７０３ ０．２ r ２７，５７１ △２．６ r ７，２３１ △１．２ r ５４，７６３ △０．４ r １０，４７２ １．３
４月 p ７４，６５４ △５．３ p １６，８１４ △２．２ p ２２，７３５ △５．８ p ６，３８１ △３．４ p ５１，９１９ △５．０ p １０，４３２ △１．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２８ ―
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年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．７ ７５，１６１ △１．０ １０１．１ ０．２ １００．６ △０．１ １１４．２０ １２，５２６

１９年１～３月 ９４，６５３ △１．７ １７，５３２ △１．１ １００．０ △０．３ ９９．８ △０．１ １１９．４４ １７，２８８
４～６月 １００，７４９ △１．６ １８，４７３ △１．９ １００．５ △０．２ １００．２ △０．１ １２０．７３ １８，１３８
７～９月 １１０，０３１ △１．７ １９，９０３ △０．１ １００．７ △０．１ １００．４ △０．１ １１７．７８ １６，７８６
１０～１２月 １０３，６８０ △２．２ １８，９８６ △１．０ １０１．６ ０．９ １００．８ ０．５ １１３．１０ １５，３０８

２０年１～３月 ９３，８３２ △１．５ １７，７９８ △０．９ １０１．８ １．８ １００．７ １．０ １０５．２０ １２，５２６
１９年 ４月 ３２，１０５ △０．２ ６，０３４ △０．６ １００．２ △０．２ １００．１ ０．０ １１８．８３ １７，４００

５月 ３３，８８１ △２．０ ６，２３８ △０．６ １００．６ △０．１ １００．４ ０．０ １２０．７３ １７，８７６
６月 ３４，７６３ △２．３ ６，２０１ △４．２ １００．６ △０．２ １００．２ △０．２ １２２．６２ １８，１３８
７月 ３６，９６８ ０．９ ６，６５２ △０．２ １００．３ △０．１ １００．１ ０．０ １２１．５９ １７，２４９
８月 ３８，７０８ △２．６ ６，９５２ △０．２ １００．８ △０．１ １００．６ △０．２ １１６．７２ １６，５６９
９月 ３４，３５５ △３．２ ６，２９９ ０．０ １００．９ △０．２ １００．６ △０．２ １１５．０２ １６，７８６
１０月 ３５，０３０ △１．４ ６，３１９ △１．２ １０１．３ ０．４ １００．９ ０．３ １１５．７４ １６，７３８
１１月 ３２，８４３ △２．４ ６，０８９ △０．６ １０１．３ ０．８ １００．７ ０．６ １１１．２１ １５，６８１
１２月 ３５，８０７ △２．８ ６，５７８ △１．３ １０２．１ １．４ １００．９ ０．７ １１２．３４ １５，３０８

２０年 １月 ３１，２１４ △２．６ ５，８４１ △１．６ １０１．９ １．４ １００．７ ０．７ １０７．６６ １３，５９２
２月 ３０，００８ △０．９ ５，６５５ △０．５ １０１．５ １．８ １００．５ １．０ １０７．１６ １３，６０３
３月 ３２，６１０ △１．１ ６，３０１ △０．６ １０２．１ ２．３ １０１．０ １．２ １００．７９ １２，５２６
４月 ３２，０３４ △０．２ ６，１１８ △０．２ １０１．７ １．５ １００．９ ０．８ － １３，８５０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■年度および四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４９，１２７ １２．２ ７０，８７０ △８．４ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７

１９年１～３月 ５０，６７８ △８．６ １３，３２９ ２．０ ２１，５０７ △２０．４ １５，８４２ ３．０ １，３７２，６８９ △５．８
４～６月 ４３，５２８ △４．７ １１，１１３ ３．２ １９，０６６ △８．１ １３，３４９ △５．７ ９７０，３２４ △６．８
７～９月 ４１，０３４ △７．６ １２，７８０ ２２．０ １６，８３３ △１６．７ １１，４２１ △１６．７ １，０５１，５６９ △５．９
１０～１２月 ３４，６８２ △２．５ １０，９１６ １８．５ １４，０５８ △５．９ ９，７０８ △１５．０ １，００５，７１７ △１．９

２０年１～３月 ４９，９０５ △１．５ １４，３１８ ７．４ ２０，９１３ △２．８ １４，６７４ △７．４ １，３６２，７３４ △０．７
１９年 ４月 １４，４６８ △６．３ ３，７２０ ４．６ ６，２５３ △１３．７ ４，４９５ △２．９ ２９０，０６２ △７．３

５月 １３，４８５ △６．０ ３，４２０ ０．１ ５，５９２ △１１．７ ４，４７３ △２．５ ３０７，０７７ △４．８
６月 １５，５７５ △２．０ ３，９７３ ４．９ ７，２２１ ０．８ ４，３８１ △１１．３ ３７３，１８５ △８．０
７月 １５，１９１ △８．２ ４，３５１ １３．３ ６，９０９ △１３．７ ３，９３１ △１６．４ ３５８，０１９ △９．７
８月 １０，６０７ △６．３ ３，３２２ ２１．０ ４，２４１ △１７．３ ３，０４４ △１１．７ ２７７，５５７ △２．１
９月 １５，２３６ △７．７ ５，１０７ ３１．４ ５，６８３ △１９．７ ４，４４６ △１９．９ ４１５，９９３ △５．０
１０月 １２，６１９ １．２ ３，９８４ ３４．５ ５，００８ △９．８ ３，６２７ △８．２ ３３５，８８６ １．１
１１月 １２，６１５ △１．２ ３，９９３ １８．３ ５，４５９ ３．０ ３，１６３ △２２．８ ３６４，４８９ ０．６
１２月 ９，４４８ △８．５ ２，９３９ ２．２ ３，５９１ △１２．２ ２，９１８ △１３．３ ３０５，３４２ △７．７

２０年 １月 ９，７４４ △０．３ ２，６６７ △０．３ ４，０６８ １．４ ３，００９ △２．５ ３２０，０８４ ３．８
２月 １３，７７０ ３．８ ３，７７８ １０．０ ５，７５１ ２．７ ４，２４１ ０．１ ４２８，９８６ １．０
３月 ２６，３９１ △４．５ ７，８７３ ９．０ １１，０９４ △６．７ ７，４２４ △１２．９ ６１３，６６４ △４．０
４月 １４，８８５ ２．９ ３，９３５ ５．８ ６，９６１ １１．３ ３，９８９ △１１．３ ３０５，８４７ ５．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２９ ―
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０

１９年１～３月 ６，６１８ △１５．７ ２，７９１ △１．８ １４１，０４０ １２．３ ２７，７３８ ７．７ ３３，１８５ △３．３
４～６月 １５，９９１ １１．０ ３，２５５ △２．６ ３３１，７５９ △１２．０ ３１，０４０ △０．７ ２９，７２１ △１０．８
７～９月 ８，９４６ △３８．８ ２，０７８ △３７．１ ２８８，７０７ △１０．６ ３１，６８０ △７．３ ３０，５６６ △１．４
１０～１２月 １０，３８６ △２７．４ ２，４８４ △２７．３ １４４，５３５ ２０．３ ２８，８１０ △２．９ ２９，８９３ ０．０

２０年１～３月 ７，０７４ ６．９ ２，５３９ △９．０ １１８，６４３ △１５．９ ２６，２８７ △５．２ ３３，４５９ ０．８
１９年 ４月 ５，８３６ ３４．５ １，０７３ △３．６ １４２，０３７ △６．５ １１，５６８ １．５ ９，３０９ △９．０

５月 ３，３３４ △３２．４ ９７１ △１０．７ ８３，７８５ △１３．５ ８，４９０ △０．４ ９，４４９ △３．１
６月 ６，８２１ ３２．８ １，２１１ ６．０ １０５，９３７ △１７．４ １０，９８２ △２．９ １０，９６３ △１７．９
７月 ３，８８３ △２８．８ ８１７ △２３．４ １２２，８９３ ４．６ １０，７２３ △４．０ ９，５０５ ８．０
８月 ２，３５３ △４７．５ ６３１ △４３．３ ９２，１２７ △１９．７ ９，８４２ △５．１ ８，９２１ △２．６
９月 ２，７１０ △４２．２ ６３０ △４４．０ ７３，６８７ △１８．８ １１，１１６ △１２．１ １２，１４０ △７．０
１０月 ３，４６７ △３５．６ ７６９ △３５．０ ７３，０２７ １４．２ １１，７４２ △３．２ ８，９０３ ３．３
１１月 ３，８６０ △１４．７ ８４３ △２７．０ ４０，０８２ １３．３ ８，６８５ △４．３ １０，０３９ ０．９
１２月 ３，０５９ △３０．２ ８７２ △１９．２ ３１，４２６ ５０．８ ８，３８４ △１．１ １０，９５１ △３．３

２０年 １月 ２，１０３ １９．２ ８７０ △５．７ １４，９８７ １４．０ ５，９０７ △３．５ ９，４８９ １１．４
２月 １，６５９ △２１．９ ８３０ △５．０ ９，８１４ △７．５ ６，５３５ １３．１ ９，９０３ ２．４
３月 ３，３１２ ２１．３ ８４０ △１５．６ ９３，８４２ △２０．０ １３，８４５ △１２．６ １４，０６７ △６．２
４月 ３，５９１ △３８．５ ９７９ △８．７ １２４，７９２ △１２．１ １１，０２５ △４．７ ９，３５３ ０．５

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原計数

１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５０ ０．８３ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８０４ △２．１ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７

１９年１～３月 ２，７８４ ２．４ ０．５４ １．０８ ５．５ ４．１ １５９ １１．２ ３，４４０ ２．７
４～６月 ３，００３ △２．６ ０．４８ ０．９３ ５．３ ３．８ １７２ ２０．３ ３，６１６ １０．２
７～９月 ４，０２８ △１．９ ０．５２ ０．９８ ４．７ ３．７ １３８ ２３．２ ３，４６５ ６．６
１０～１２月 ３，０３２ △２．４ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ １３２ ０．０ ３，５７０ ６．１

２０年１～３月 ２，７４１ △１．５ ０．５２ ０．９９ ５．６ ４．０ １６８ ５．７ ３，７１５ ８．０
１９年 ４月 ８２０ △０．３ ０．４７ ０．９５ ↑ ４．０ ４７ △２１．７ １，１２１ ３．１

５月 １，０２６ △６．９ ０．４８ ０．９２ ５．３ ３．８ ７４ １００．０ １，３１０ ２１．０
６月 １，１５８ △０．１ ０．４９ ０．９２ ↓ ３．６ ５１ １０．９ １，１８５ ６．７
７月 １，２２５ △４．４ ０．５０ ０．９５ ↑ ３．５ ５２ ２０．９ １，２１５ １５．６
８月 １，５０５ △１．０ ０．５２ ０．９８ ４．７ ３．７ ５０ ６１．３ １，２０３ ２．９
９月 １，２９９ △０．７ ０．５５ １．０１ ↓ ４．０ ３６ △５．３ １，０４７ ４．３
１０月 １，１４０ △８．３ ０．５５ １．００ ↑ ４．０ ４７ △９．６ １，２６０ ８．１
１１月 ９４１ ０．１ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ ５０ ２８．２ １，２１３ １１．２
１２月 ９５１ ２．８ ０．４９ １．００ ↓ ３．５ ３５ △１４．６ １，０９７ △１．０

２０年 １月 ８３８ ０．０ ０．５１ １．００ ↑ ３．９ ５０ ３１．５ １，１７４ ７．６
２月 ９０７ △２．０ ０．５３ １．００ ５．６ ４．１ ５４ １０．２ １，１９４ ８．３
３月 ９９５ △２．４ ０．５２ ０．９６ ↓ ４．１ ６４ △１１．１ １，３４７ ８．０
４月 ８０５ △１．８ ０．４６ ０．８６ － ４．１ ７４ ５７．４ １，２１５ ８．４

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ３０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４４／本文／０２８～０３１　主要経済指標  2008.06.20 10.05.22  Page 30



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 r ３８１，４７３ １７．５ r ８５１，１６０ ９．９ r１，３８６，３４２ ９．７ r ７４９，０３８ ９．４

１９年１～３月 ８１，３６６ ２４．０ １９８，８１７ １２．５ ２９７，２９４ ４．４ １７３，１５８ ６．８
４～６月 ９３，５５５ ２８．８ ２０４，８７４ １３．２ ２８３，６６４ △１４．８ １７９，４２８ ９．８
７～９月 ８９，０１９ １０．２ ２１３，５３３ １０．７ ３２０，３７１ ２．０ １８３，１９０ ６．３
１０～１２月 ９９，５３３ １０．８ ２２２，０９０ １０．０ ３８６，９１８ ２０．８ １９５，５８３ １１．４

２０年１～３月 r ９９，３６６ ２２．１ r ２１０，６６３ ６．０ r ３９５，３８９ ３３．０ r １９０，８３７ １０．２
１９年 ４月 ３２，６６５ ３１．２ ６６，３３５ ８．２ １０１，８４７ △０．２ ５７，３０４ ３．８

５月 ２９，６０９ ３０．９ ６５，６７８ １５．２ １１４，６９８ △４．２ ６１，７２３ １５．４
６月 ３１，２８１ ２４．５ ７２，８６０ １６．２ ６７，１１９ △３９．６ ６０，４０１ １０．４
７月 ３０，４０５ １５．２ ７０，６３１ １１．７ ９７，０２４ ８．８ ６３，８１１ １６．７
８月 ３０，１２８ ７．２ ７０，３４７ １４．６ １０８，２２６ △４．２ ６２，９１０ ５．８
９月 ２８，４８６ ８．５ ７２，５５５ ６．３ １１５，１２１ ２．８ ５６，４６８ △３．０
１０月 ３５，０３９ △８．６ ７５，０６５ １３．８ １１５，７２８ １２．９ ６５，０７０ ８．７
１１月 ３２，８２１ ３４．７ ７２，６８６ ９．６ １３９，４６６ ３０．５ ６４，８４２ １３．３
１２月 ３１，６７３ １６．８ ７４，３４０ ６．８ １３１，７２４ １８．９ ６５，６７０ １２．３

２０年 １月 ２７，２０６ １２．８ ６４，０８４ ７．７ １２９，７７５ １４．４ ６４，９８１ ９．２
２月 ３５，５８３ ３０．４ ６９，７５４ ８．７ １３１，１８２ ７０．７ ６０，１２０ １０．２
３月 r ３６，５７７ ２２．１ r ７６，８２５ ２．３ r １３４，４３２ ２５．６ r ６５，７３６ １１．２
４月 p ３５，３９３ ８．４ p ６８，９５６ ４．０ p１３３，４５３ ３１．０ p ６４，１０６ １１．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４

１９年１～３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
４～６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７～９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０～１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０

２０年１～３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
１９年 ４月 １２６，９２４ １．４ ５，３８８，７７４ １．５ ８９，０５９ △０．１ ３，９６３，５８３ １．０

５月 １２５，１１０ １．５ ５，４１５，０２６ １．９ ８７，５７５ ０．０ ３，９４１，８８９ ０．６
６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７月 １２５，６７４ １．８ ５，３７８，９１８ ２．８ ８６，８０８ △１．０ ３，９５２，０４５ ０．３
８月 １２５，３６９ １．８ ５，３５３，１３３ ２．３ ８６，７８７ △１．２ ３，９６３，２７６ ０．８
９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０月 １２５，１３６ １．８ ５，３５５，３２６ ２．７ ８８，１１１ ０．７ ３，９５５，５３９ ０．７
１１月 １２５，８４１ １．８ ５，４２８，６８７ ３．０ ８７，３４１ △０．７ ３，９６８，２６８ ０．４
１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０

２０年 １月 １２５，５００ １．８ ５，４２０，９４７ ３．０ ８７，３７５ △０．４ ４，００８，５７８ １．０
２月 １２５，６１６ １．７ ５，４３６，３１５ ３．０ ８７，４２４ △０．４ ４，０１４，３９３ １．４
３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
４月 １２９，００３ １．６ ５，５０９，７２９ ２．２ ９０，２４４ １．３ ４，０１４，５６２ １．３

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ３１ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４４／本文／０２８～０３１　主要経済指標  2008.06.20 10.05.22  Page 31
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北洋銀行は�

北海道洞爺湖サミットを�

応援しています。�
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●道内経済の動き�

●サブプライム・ローン問題とその影響�

●「地域ものづくり産業の集積・活性化に関する研究�

　　　　　　　　　ー胆振地域をモデルとしてー（２）」�
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